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研究成果の概要（和文）：本研究における研究成果は、大別して以下の 3 点にまとめられる。

第 1 に、日本における教育の不平等度を教育ジニ係数という指標によって数量化し、その推移

や都道府県間の差異を詳細に分析した。第 2 に、子どもの学歴達成を規定する要因について、

親の社会経済的背景や学校種別に着目して分析をおこない、私立学校に通うことが子どもの最

終学歴に及ぼす効果を明らかにした。第 3 に、国際学力調査の結果から、児童生徒の学力を規

定する要因について分析をおこない、家庭的要因や教育方法の改善（尐人数指導、習熟度別指

導の実施）が学力に強く影響していることが明らかとなった。 

 
研究成果の概要（英文）：This research project has three features. First, I calculated the 

Education Gini coefficient using the Census in order to quantify education inequality and 

its variation over time in Japan. Second, I investigated the determinants which affects 

children’s academic achievement and found, among other things, that attending the private 

school has positive and significant impact on academic achievement of females. Third, I 

examined the determinants which affects student’s academic performance and found that 

student’s family background, ability grouping and the performance of classroom peers have 

significant impacts on student’s academic achievement. 
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１．研究開始当初の背景 

 1990 年代以降の経済格差拡大の議論の中
で、所得や消費の格差が拡大するのと同時に、
子ども世代の教育格差も拡大しているので
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はないかとの認識が広がっていたが、その多
くは、簡単なアンケート調査に基づいた「教
育格差が拡大していると思う」といった素朴
な格差拡大感であった。こうした感覚を裏付
けるような教育格差の拡大が本当に発生し
ていたのか、この点を定量的に検証すること
を課題として設定し、研究を開始した。 

 

２．研究の目的 

(1) 2007 年：日本における教育の不平等度を
教育ジニ係数によって数値化し、その時系列
の推移、都道府県間の差異を検証する。 
 
(2) 2008 年：世帯調査データを用いて、親世
代から子世代への教育を通じた世代間所得
移転の現状を把握する。 
 
(3) 2009 年：国際学力調査の国内結果を用い
て、児童生徒の学力の規定要因を明らかにす
る。 
 
３．研究の方法 

(1) 教育ジニ係数の算出には、国勢調査の最
終学歴データを使用する。国勢調査は教育水
準を詳細に分類しているため、各年・各県の
教育ジニ係数を正確に算出することが可能
である。 
 
(2) 教育を通じた世代間所得移転の検証に
は、（財）家計経済研究所の研究プロジェク
ト（「世帯内分配・世代間移転に関する研究」）
で収集したデータを使用する。世帯所得、両
親の学歴、子どもの最終学歴、私立学校への
通学に注目して分析をおこなう。 
 
(3) 国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）
の国内結果データを用いて、小中学生の学力
の規定要因を、本人・家庭要因、学校要因、
教育方法要因、にわけて検証する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 国勢調査のデータから、20 歳以上人口全
体を対象とした教育ジニ係数を計算した結
果は表 1 のとおりである。 
 

表１　教育ジニ係数と平均就学年数
1980年 1990年 2000年

教育ジニ係数
全体 0.1078 0.1059 0.1022
男性 0.1161 0.1126 0.1072
女性 0.0971 0.0966 0.0950

平均就学年数
全体 11.2113 11.7377 12.1478
男性 11.5230 12.0491 12.4326
女性 10.9201 11.4470 11.8832  

 

1980 年以降、20 歳以上人口全体の教育ジニ

係数はわずかに低下していること、男女別で
は女性のほうがジニ係数が小さいこと、男性
のほうがやや減尐傾向が強いことが明らか
となった。この結果は、ジニ係数で計測され
る就学年数の不平等度が全体としては低下
傾向にあることを意味している。 
 次に、1980年と2000年の結果を比較して、
教育ジニ係数の低下をもたらした要因を検
証した。その結果、この 20 年化における教
育ジニ係数の低下は、短大・高専卒および大
学・大学院卒の高学歴層の増加による教育分
配の平等化効果が、低学歴層の減尐による教
育分配の不平等化効果を上回ったことによ
るものであることが明らかとなった。 
 次に、男女間の差異をもたらしている原因
については、女性の高学歴化が男性に比べて
遅れていたことや、主として短期大学への進
学という形で高学歴化が進んだことによる
ものであることが明らかとなった。 
 年齢階層別の教育ジニ係数を算出した結
果は図 1 にまとめられている。 
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図 1 年齢階層別教育ジニ係数（2000 年） 
 
図 1 から、2000 年における教育ジニ係数は、
年齢階層の上昇とともに大きくなり、60～69
歳の年齢層で最大となる逆 U字型となってい
ることが確認される。このような年齢階層間
の差異をもたらしている原因は、それぞれの
年齢階層内で高学歴化の進展度合いが異な
ることによるものである。特に、60～69 歳の
年齢階層では、小学校等卒の低学歴層が大幅
に減尐したことによるこの層への分配の不
平等化の効果が大きくなっていたことが明
らかとなった。一方で、20～29 歳の若年層で
は、大学・大学院在学以上の高学歴層の比率
が大きくなることで、この層への分配の平等
化効果が大きくなり、年齢階層内での分配が
平等化していることが明らかとなった。 
 図 2は、1980、1990、2000 年の都道府県別
データから平均就学年数と教育ジニ係数を
算出した結果を示している。 
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図 2 平均就学年数と教育ジニ係数 

 
図中▲で示されているのは沖縄県であり、こ
れを除けば、全体として平均就学年数と教育
ジニ係数の間に逆 U 字の関係が観察される。
言い換えれば、平均就学年数の増加（高学歴
化の進展）にともなって教育ジニ係数はいっ
たん増加（教育分配は不平等化）し、さらに
高学歴化が進展するにしたがって平等化が
進む、という関係であると考えられる。この
関係は、都道府県パネルデータを用いた回帰
分析でも統計的に有意な関係であることが
確認された。 
 以上で報告したように、この研究ではまず、
教育の不平等度を数値化する研究を実施し
た。その結果は日本語の査読付き学術雑誌に
掲載されたのち、英文雑誌にも翻訳版が掲載
された。 
 
(2) 教育を通じた世代間所得移転の研究は、
独自に収集した世帯調査のデータを使用し
た。具体的には、子ども世代の最終学歴に対
して、親世代の所得やその他の要因がどのよ
うに影響しているのかを検証した。 
 教育を通じた世代間所得移転が発生する
メカニズムは以下のとおりである。教育を子
どもの人的資本への投資としてとらえる場
合、その投資資金の出し手について考えてお
く必要がある。例えば、大学進学の費用を奨
学金やアルバイトなどを通じて子ども自身
が工面するような場合は、教育を受ける本人
が資金の出し手となって教育投資をおこな
うことになるので、親から子どもへの教育を
通じた所得移転とはならない。しかし、日本
において一般的に観察されるのは、子どもで
はなく親が学費等の資金を提供するという
ケースである。この場合、親が教育資金を提
供して、その収益を子どもが将来に受け取る
ことになり、教育を通じた親から子どもへの
所得移転が発生することになる。 
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図 3 私立学校在籍者の比率 
 
 この研究において特に注目したのは、子供
を私立学校に通わせることの効果である。我
が国では 1980 年以降、段階的に学習指導要
領が改訂され、その都度学習時間の削減が実
施されてきた。そうした中、公立学校の授業
量不足を不安視する教育熱心な親の間で、子
どもを私立学校に通わせる傾向（いわゆる
「お受験」）が高まってきたとされる（図 3）。
教育を通じた親から子供への所得移転を考
える際には、子どもを私立学校に通わせるこ
との効果が重要になると考えた。 
 具体的な検証方法は以下のとおりである。
まず、世帯調査のデータから子どもを抽出し、
一人ひとりの子供を一つの観測値とする。そ
して、すでに就学期間を終えている子どもを
対象に、最終学歴を被説明変数、親の特徴や
子ども本人の特徴、兄弟姉妹関係などを説明
変数とする回帰分析を実施した。 
 実証分析の結果、以下の 3 点が明らかとな
った。①一人っ子の子どもはきょうだいがい
る子どもに比べて大学進学確率が上昇する
が、きょうだいが 2 人以上いる場合はきょう
だいの数が増えても大学進学確率は上昇し
ない、②出生順序の早いきょうだい（すなわ
ち兄）がいることによって、男子は大学進学
確率が低下し、女子は短期大学以上に進学す
る確率が低下する、③私立学校に通うことに
よって大学進学確率が上昇する効果は女子
にのみ確認され、その効果は中学・高校と連
続して私立学校に通う場合に限定される。 
 上記の中で特に③については、公立・私立
を区別した分析が尐ないため、本研究の大き
な特徴であると考えている。この研究成果は
書籍の一部として刊行され、新聞・雑誌等で
書評がなされた。 
 
(3) 児童生徒の学力の規定要因の研究は、国
際学力調査（TIMSS）の国内データを使用し
て実証分析をおこなった。具体的には、児童
生徒の学力（試験の点数）を被説明変数、本
人や家庭の要因、学校資源の要因、教育方法
の要因を説明変数とする教育生産関数を想



 

 

定した回帰分析をおこない、これらの要因が
学力に与える影響を考察した。 
 実証分析の結果、以下の 3 点が明らかとな
った。第 1 に、児童・生徒本人およびその家
庭の要因が学力達成に強く影響しているこ
とである。具体的には、本人の生まれ月、家
庭の蔵書数や両親の学歴、経済的に恵まれな
い生徒の割合といった要因が、児童・生徒レ
ベルでの試験の点数に強い効果をもたらし
ていた。早生まれによる不利を示す効果（相
対年齢効果と呼ばれる）および学力の階層差
を確認する結果とも言える。第 2に、教師や
学校に対する物的および人的資源投入の効
果は限定的で、一貫した傾向は確認されない
という点である。こうした結果は、米国にお
いてこの分野の先駆けとなった「コールマン
報告」およびそれ以後の研究結果と似通った
ものとなっている 。 
 3 点目として、尐人数指導や習熟度別指導
に一定の効果が確認されたことが挙げられ
る。具体的には、習熟度別授業の実施校では
中学 2年生の数学の点数が有意に高くなって
いることが明らかとなった。また、尐人数指
導の効果に関しても、習熟度別授業を実施し
ている中学校において統計的に有意な効果
が確認された。ただし、その効果は単に学級
規模を小さくすることではなく、ある程度の
大きさの学級規模で学ぶ生徒の点数が高く
なっていることを示唆している。さらに、習
熟度別授業の実施によって、本人の生まれ月
や親の学歴、経済的に恵まれない生徒の割合
といった、本人固有の要因や社会経済的要因
が学力に及ぼす影響が縮小するという副次
的な効果も明らかとなった。この効果は、習
熟度別授業の実施が学力の階層差を縮小す
る可能性を示唆するものと言える。 
 児童生徒の学力の規定要因を個人ベース
で検証する研究は国内ではまだ数が尐ない
ため、本研究の成果は基礎的な結果を提示す
るという観点からも貴重なものであると考
えている。同時に、尐人数指導や習熟度別指
導に一定の効果が確認されたことから、今後
の教育政策を考える上でも有益となる可能
性がある。本研究はワーキングペーパーとし
て公開されており、今後、学校発表などを経
て査読付き学術雑誌へ投稿する予定である。 
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